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 1 目的  

本計画は、本市自らが行う事務・事業について、温室効果ガスの排出の抑制等に職

員の積極 的な行 動 を促し、環 境負 荷への低減に寄与するとともに、市の率先的 な行 動

を通じて市民・事業者の環境に配慮した自主的な取り組みの推進を図ります。 

 2 計画期間  

本計画における計画期間は、基準年度を平成 25 年度とし、平成 27 年度から令和 2

年度までの 6 ヵ年とします。 

 3 対策方針  

本計画の方針は、計画の主たる目的であるエネルギー使用の効率化による温室効果

ガスの削減とともに、第 3 次ふなばしエコオフィスプランにおいて目標を達成できなかった

廃棄物の排出量の削減、紙類の削減について引き続き自主的に数値目標を設定し、全

庁的に取り組むものとします。 

 取組みにあたっての留意点を以下（1）から（3）に記しました。 

 （1） 温室効果ガスの発生特性に応じた対策の誘導  

 船橋市再生可能エネルギー等導入方針に沿った再エネ・省エネ設備の計画的な導入 

 エネルギーの使 用 の合 理 化 等に関 する法 律 （省 エネ法 ）におけるエネルギー使

用量年 1%削減、夏季・冬季におけるピークカット 

 （2） 全庁的なエコアクションの推進  

 温室効果ガスの削減、エネルギー使用量削減を中心とした目標設定  

 日常的な節電、グリーン購入等環境配慮型契約の推進による低炭素化の促進  

 （3） 取組状況や課題の「見える化」による改善意欲の高揚  

 取組状況の情報提供及び対策の全庁的なエコ行動意欲の増進  

 定期的な集計時に際しての効率・連携化による各課の事務負担の軽減  

 4 計画の対象範囲  

本計画の対象範囲は、市が行うすべての事務・事業並びに組織及び施設とし、指定

管理者制度の対象施設についても同様とします。 

 ただし、以下の組織または施設における事務・事業については、次のとおりとします。 

（1）  市が設置している施設のうち条例に基づき管理委託 している施設は、地球温 暖

化対策の推進に関する法律（温対法）及び省エネ法に基づいた温室効果ガスの排

出量及びエネルギーの使用量について対象とする。 

（2） 市が主に出資している法人等は、当該計画の対象外とする。 
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 5 目標値  

 本 計 画 における市の事 務 ・事 業 から排 出 される温 室 効 果 ガス排 出 量 の削 減 目 標 は、

「船橋市再生可能エネルギー等導入方針」における目標設定にあわせ、再生可能エネ

ルギーの導入や設備の省エネルギー化等を推進していくことで、市事業からの CO2 排出

量を令和 2 年度の時点で平成 25 年度比 30%削減することを目指します。 

 また、省エネ法では平成 26 年度から夏季（7 月～9 月）及び冬季（12 月～3 月）の 8 時

から 22 時の間が電気需要平準化時間帯とされ、電力のピークカット等の対策を推進する

措置が講じられ、特にエネルギーの節約が必要となっています。 

 このことから、本計画では日常的なエコオフィス活動の促進も行動目標として設定して

います。 

【削減目標】 

削減目標は、下表 1 のとおりです。 

表 1 第 4 次ふなばしエコオフィスプランにおける削減目標  

目標項目  評価項目  削減目標  

CO2 排出量  
市の事務・事業からの 

CO2 排出量（t-CO2） 

令和 2 年度において、 

基準年度値*比 30%以上の削減  

= 105,438 t-CO2 以下  

*平成 25 年度 150,627  t-CO2 

エネルギー使用量  

庁舎・施設等における 

エネルギー使用量  

（原油換算 ,kL） 

前年度比 1%以上の削減  

公用車における 

エネルギー使用量  

（原油換算 ,kL） 

前年度比 1%以上の削減  

資源ごみ排出割合  
本庁舎から排出される 

資源ごみの割合  

第 3 次ふなばしエコオフィスプランの 

最終年度*値 46%以上  

*平成 26 年度  

用紙購入量  用紙類の購入量（t） 

第 3 次ふなばしエコオフィスプランの 

最終年度*値 550  t 以下  

*平成 26 年度  

【行動目標】 

日常 的 な節電、ガス、上水 道 使用 量、廃棄 物 排 出量の削 減のほか、物品のグリーン

購入率など、温室効果ガスの削減に資する環境配慮型契約の推進により、低炭素化の

促進に努めます。 
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 6 平成 30 年度取組結果  

【削減目標項目】 

（1） CO2 排出量  

市の事務・事業からの CO2 排出量は、基準値比 16%削減となりましたが、前年度より

2.3%増加しました（図 1）。電気、ガス等のエネルギー由来の排出量は前年度と比較し

1.2%削減しましたが非エネルギー由来の排出量が 3.6%増加しました（図 2）。これは、平

成 30 年度の一般廃棄物中の廃プラスチック混入量が多かった（前年度より 3.7%増加）

ためと考えられます。

 

図 2 排出源別の CO2 排出量  
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図 1 市の事務・事業からの CO2 排出量  

※平成 29,30 年度は北部清掃工場の余剰電力から見込まれる CO2 排出量を差し引いている。  

※過去の CO2 排出量の見直しをした（廃プラスチック焼却量算出時のプラスチック含有率及び固形

割合率を、 1 年間の平均値を用いて再算出）。  
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エネルギー由来 CO2 排出量の多い施設は、常時稼働施設が上位を占めました（図 3）。

目標達成のため、引き続き節電に取り組むとともに、施設の新設及び建替え時に太陽光

発電設備など再生可能エネルギー利用設備の設置や LED 照明の導入等対策を進め

ていく必要があります。また、既存の施設についても導入を検討していく必要があります。 

 

図 3 平成 30 年度エネルギー由来 CO2 排出量上位 10 施設の排出量及び全排出量比  

 

（2） 庁舎・施設等におけるエネルギー使用量  ― 目標未達成  

庁舎・施設等におけるエネルギーの原油換算使用量は、前年度比 0.9%の削減となり、

削減はされていますが、目標は未達成となりました。（図 4）使用エネルギーの割合は、電

気が 80%以上を占め、前年度から電気の割合が 0.5 ポイント増加しました。日常的な省

エネ行動を全職員が心がけるだけでなく、省エネ設備等の導入検討や設備の適切な保

守・管理を実施する必要があります。 
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図 5 公用車における燃料の原油換算使用量  
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図 4 庁舎・施設等におけるエネルギーの原油換算使用量とその内訳  

 

（3） 公用車におけるエネルギー使用量  ― 目標達成  

 公用車における燃料の原油換算使用量は、前年度比 1.7%削減し、目標を達成しまし

た（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27,623kL
-0.9％

27,869kL

0 10,000 20,000

H30

目標値

H29
基準値

27,590kL
-1%

(kL) 

エネルギー原 油 換 算 使 ⽤ 量 （kL） 

電 気 81.7% 

電 気 82.2%  

 16.5% 

 16.5% 

 1.3% 

 1.8% 

 都市ガス・液 化 石油ガス  

灯 油・重 油・その他  

22,769kL 4,598kL 

 22,709kL  4,564kL 

502kL 

350kL  都市ガス・液 化 石油ガス  

灯 油・重 油・その他  



6 
 

図 7 庁舎施設等における用紙類の購入量  
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（4） 本庁舎から排出される資源ごみの割合  ― 目標達成  

 本庁舎における資源ごみ排出割合は、59.3%と目標を達成しました（図 6）。引き続き分

別を徹底し、割合を維持もしくは上昇させる必要があります。 

 

図 6 本庁舎から排出されるごみの割合  
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図 9 本庁舎における上水道使用量  
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【行動目標項目】 

（1） 日常的な節電  

 代表施設として本庁舎における電力使用量を比較したところ、年間の使用電力量は、

前年度比 0.8%増加しました。特に、7,8 月に使用量が増加しました。この要因としては、

前年度よりも平均気温が高く、真夏日の日数が多かったことや、時間外の空調運転時間

が長くなったことが考えられます。各月の電力使用量を見ると（図 8）各年の気候により差

があるものの空調機が運転するため夏季と冬季の電力使用量が多くなります。職員の業

務に支障の出ない範囲での消灯等、節電を徹底する必要があります。 

 

図 8 本庁舎における各月の使用電力量  

 

（2） 上水道使用量  
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要があります。 

 

 

 

 

5.2%増

9.1%増

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

使
⽤
電
⼒
量

月

H29

H30

(kWh) 

（m3） 



8 
 

（3） 物品のグリーン購入率  

 市における環境配慮物品の購入率は、前年度とほぼ同率となりました。（図 10）。購入

時に船橋市グリーン調達等基本方針、エコ商品ねっと（http://www.gpn.jp/econet/）を参

考に環境配慮物品の購入をする必要があります。 

 

図 10 環境配慮物品の購入率  
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80%を下回りました（図 11）。購入数の多い物品ではカードケース、OHP フィルム、フォー

ム用紙、トレー、ブックスタンドのグリーン購入率が低く、今後、グリーン購入を進めていく

必要があります（表 2）。 

 

図 11 環境配慮物品の区分ごとの購入率  
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 7 再生可能エネルギー進行管理について 

（1） 再生可能エネルギーの活用及び目標  

新 築 、改 築 または増 築 する施 設 において、再 生 可 能 エネルギー設 備 （太 陽 光 ・太 陽

熱・地中熱利用等）、省エネルギー設備（マイクロコージェネレーション設備・高効率給湯

設備・高効率照明設備等）等の設置について、「船橋市再生可能エネルギー等導入方

針」（以下、再エネ導入方針）に基づいて検討・導入するものとしています。      

再 エネ導 入 方 針 では、各 事 業 分 野 における再 生 可 能 エネルギー設 備 や省 エネルギ

ー設備等を順次進めることによるエネルギー創出量（発電量）と CO2 排出量削減効果に

ついて、令和 2 年度を達成時期とした目標値を定めています（表 3）。 

 

表 3 再生可能エネルギー導入方針における目標設定  

項目  達成目標［令和 2 年度］ 

エネルギー創出見込量  86,900  MWh/年｜約 19,600 世帯分の電力に相当  

CO2 排出削減見込量  
平成 25 年度比 30%削減  = 48,000  t-CO2/年削減  

スギの木約 342 万本分の吸収量に相当  

 

 また、各エネルギー対策事業の方針の柱について、導入例を示しています（表 4）。 

 

表 4 各エネルギー対策事業の方針の柱  

方針の柱  導入例  

再生可能エネルギー等による発電  
下水処理場におけるバイオガス発電  

小水力発電、高効率ごみ発電の導入  等  

省エネルギー設備への更新  
LED 等高効率照明への交換  

空調設備のインバーター化  等  

自立的なエネルギーの確保に役立つ 

設備等の導入  

太陽光発電、蓄電池  

コージェネレーション給湯設備の導入  等  

先導的な再生可能エネルギー及び 

省エネルギー設備の活用  

温度差エネルギーの活用  

エネルギーマネジメントシステムの導入  等  

 

（2） 再生可能エネルギーの導入及び省エネルギー対象事業の推進状況  

 平 成 25 年 度 末 比 較 で 、 平 成 30 年 度 末 に お け る エ ネ ル ギ ー 創 出 見 込 量 は

46,562MWh/年、CO2 排出削減量は 25,436 t-CO2/年で、進捗率はそれぞれ 53.6%及び

53.0%でした（図 12）。 
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図 12 再生可能エネルギー設備等設置実績（平成 26 年度以降対象） 

※ CO2 排出 削減量は平 成 25 年度 公表値 東京 電力実 排出 係数 0.000521 t-CO2/kWh（目標値算 出時

の実排出係 数）から算出  

*1 : 平成 30 年度北部 清掃工 場発 電量から算出 *2 : 省 エネ法の中長期報 告書 から算出   
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また、再生可能エネルギーの活用による CO2 削減、自立電源の確保及び環境学習や

啓発のため、市の小中学校等に太陽光発電設備を順次設置しました（表 5） 

 

表 5 再生可能エネルギー設備等設置状況（平成 29 年度まで）  

施設名  設備種別  出力（ｋW） 設置年度  

南部清掃工場  廃棄物発電  1,680 H1 

北部清掃工場  廃棄物発電  8,800 H28 

西浦下水処理場  小水力発電  5 H26 

高瀬下水処理場  小水力発電  15 H29 

ふなばし三番瀬環境学習館  風力発電  1 H28 

市場小学校  太陽光発電  10 H22 

法典西小学校  太陽光発電  10 H22 

咲が丘小学校  太陽光発電  10 H22 

船橋中学校  太陽光発電  10 H22 

宮本中学校  太陽光発電  10 H22 

旭中学校  太陽光発電  10 H22 

飯山満中学校  太陽光発電  10 H22 

船橋特別支援学校（高根台） 太陽光発電  10 H22 

法典公民館  太陽光発電  10 H22 

坪井公民館  太陽光発電  10 H22 

西海神小学校  太陽光発電  20 H23 

北総育成園  太陽光発電  10 H24 

船橋小学校  太陽光発電  10 H26 

坪井小学校  太陽光発電  10 H26 

湊中学校  太陽光発電  10 H26 

若松中学校  太陽光発電  10 H27 

前原中学校  太陽光発電  10 H27 

北部公民館  太陽光発電  10 H27 

保健福祉センター 太陽光発電  10 H27 

北部清掃工場  太陽光発電  8 H28 

地方卸売市場管理棟  太陽光発電  10 H28 

西図書館  太陽光発電  10 H28 

高瀬下水処理場上部運動広場  太陽光発電  8 H28 

ふなばし三番瀬環境学習館  太陽光発電  3 H28 

体育施設管理事務所  太陽光発電  10 H29 

市立船橋高等学校第三体育館  太陽光発電  20 H29 

法典東小学校  太陽光発電  10 H29 

道路照明の LED 化  省エネ設備  14 か所    
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平成 30 年度は計 3 施設に設置しました（表 6）。 

表 6 再生可能エネルギー設備等設置状況  

施設名  設備種別  出力（ｋW） 

坪井児童ホーム 太陽光発電  10.8 

古和釜分署  太陽光発電  10 

道路照明の LED 化  省エネ設備  17 か所  

 

 また、令和元年度以降は以下の 6 施設にて設置を予定しています（表 7）。 

表 7 再生可能エネルギー設備等設置予定施設  

施設名  設備種別  出力（ｋW） 予定年度  

西浦下水処理場  バイオマス発電  750 R1 

高瀬下水処理場  バイオマス発電  840 R4 

（仮称）新南部清掃工場  廃棄物発電  8,400 R2 

船橋特別支援学校（金堀） 太陽光発電  10 R2 

（仮称）新南部清掃工場  太陽光発電  21 R2 

（仮称）塚田第二小学校  太陽光発電  10 R3 

 


